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単元株制度採用の有無 有（１単元100株）

  

１．平成18年６月中間期の業績（平成18年１月１日～平成18年６月30日）

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年６月中間期 8,881 7.2 508 8.7 560 10.3

17年６月中間期 8,282 △0.0 468 △27.3 507 △25.1

17年12月期 17,277  1,364  1,418  

 中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

 百万円 ％ 円 銭

18年６月中間期 203 △31.5 20 64

17年６月中間期 297 6.4 30 46

17年12月期 684  66 27

(注) ①期中平均株式数 18年６月中間期 9,870,946株 17年６月中間期 9,767,839株 17年12月期 9,786,946株

 ②会計処理の方法の変更 無

 ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2)財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年６月中間期 9,838 6,022 61.2 609 41

17年６月中間期 9,828 5,780 58.8 591 81

17年12月期 10,130 6,248 61.7 630 60

(注) ①期末発行済株式数 18年６月中間期 9,882,048株 17年６月中間期 9,767,438株 17年12月期 9,851,061株

 ②期末自己株式数 18年６月中間期 135,172株 17年６月中間期 132,982株 17年12月期 134,159株

２．平成18年12月期の業績予想（平成18年１月１日～平成18年12月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益

  百万円 百万円 百万円

通　期  18,400  1,600  700

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 70 円 84 銭

３．配当状況  

・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

17年12月期 0.00 40.00 40.00

18年12月期（実績） 0.00 －  

18年12月期（予想） － 37.00 37.00

　

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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５．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末
(平成17年６月30日)

当中間会計期間末
(平成18年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ．流動資産

１．現金及び預金 367,280 319,447 605,885

２．受取手形 151,258 90,553 118,301

３．売掛金 2,491,663 2,822,153 2,611,765

４．たな卸資産 191,685 125,017 93,055

５．繰延税金資産 246,120 371,370 263,226

６．短期貸付金 127,771 97,722 94,304

７．その他 147,496 205,097 211,793

貸倒引当金 △23,850 △122,003 △47,732

流動資産合計 3,699,425 37.6 3,909,358 39.7 3,950,600 39.0

Ⅱ．固定資産

１．有形固定資産 ※１

(1)建物 1,677,984 1,544,901 1,639,257

(2)土地 1,607,078 1,616,078 1,607,078

(3)その他 185,392 184,021 161,991

有形固定資産合計 3,470,456 35.3 3,345,001 34.0 3,408,327 33.7

２．無形固定資産 175,458 1.8 173,719 1.8 165,164 1.6

３．投資その他の資産

(1)投資有価証券 1,193,801 1,235,111 1,244,133

(2)繰延税金資産 490,195 469,992 557,845

(3)賃貸固定資産 ※１ 502,087 404,154 511,633

(4)その他 335,337 322,058 325,550

貸倒引当金 △38,319 △21,219 △33,219

投資その他の資産合
計

2,483,102 25.3 2,410,098 24.5 2,605,943 25.7

固定資産合計 6,129,016 62.4 5,928,818 60.3 6,179,435 61.0

資産合計 9,828,442 100.0 9,838,177 100.0 10,130,035 100.0
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前中間会計期間末
(平成17年６月30日)

当中間会計期間末
(平成18年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ．流動負債

１．買掛金 97,925 29,047 56,842

２．短期借入金 1,545,121 1,470,000 980,000

３．未払法人税等 266,516 187,695 357,584

４．未払金 437,674 500,601 550,267

５．賞与引当金 437,580 626,726 454,438

６．その他 702,335 638,456 703,020

流動負債合計 3,487,154 35.5 3,452,528 35.1 3,102,152 30.6

Ⅱ．固定負債

１．退職給付引当金 343,090 316,894 327,936

２．役員退任慰労引当金 198,717 30,464 433,040

３．その他 18,985 16,095 18,574

固定負債合計 560,792 5.7 363,454 3.7 779,551 7.7

負債合計 4,047,947 41.2 3,815,982 38.8 3,881,704 38.3

（資本の部）

Ⅰ．資本金 1,530,952 15.6   1,551,559 15.3

Ⅱ．資本剰余金

１．資本準備金 1,968,440 － 1,989,047

２．その他資本剰余金 526 － 526

資本剰余金合計 1,968,967 20.0 － － 1,989,573 19.6

Ⅲ．利益剰余金

１．利益準備金 190,000 － 190,000

２．任意積立金 1,470,088 － 1,470,088

３．中間（当期）未処分
利益

631,906 － 1,019,303

利益剰余金合計 2,291,994 23.3 － － 2,679,391 26.5

Ⅳ．その他有価証券評価差
額金

49,198 0.5 － － 90,122 0.9

Ⅴ．自己株式 △60,617 △0.6 － － △62,314 △0.6

資本合計 5,780,495 58.8 － － 6,248,331 61.7

負債・資本合計 9,828,442 100.0 － － 10,130,035 100.0
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前中間会計期間末
(平成17年６月30日)

当中間会計期間末
(平成18年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成17年12月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）

Ⅰ．株主資本       

　１．資本金 － － 1,559,335 15.9 － －

  ２．資本剰余金

(1)資本準備金 － 1,996,823 －

(2)その他資本剰余金 － 526 －

資本剰余金合計 － － 1,997,349 20.3 － －

  ３．利益剰余金

(1)利益準備金 － 190,000 －

(2)その他利益剰余金    

　 買換資産圧縮特別
   勘定積立金

－ 9,793 －

　 別途積立金 － 1,510,000 －

　 繰越利益剰余金 － 743,000 －

利益剰余金合計 － － 2,452,793 24.9 － －

  ４．自己株式 － － △64,307 △0.7 － －

株主資本合計 － － 5,945,171 60.4 － －

Ⅱ．評価・換算差額等       

　　　その他有価証券
  評価差額金

－ － 77,023 0.8 － －

評価・換算差額等合計 － － 77,023 0.8 － －

純資産合計 － － 6,022,195 61.2 － －

負債純資産合計 － － 9,838,177 100.0 － －
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(2) 中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ．売上高 8,282,301 100.0 8,881,001 100.0 17,277,827 100.0

Ⅱ．売上原価 6,330,047 76.4 6,752,079 76.0 13,066,135 75.6

売上総利益 1,952,253 23.6 2,128,921 24.0 4,211,691 24.4

Ⅲ．販売費及び一般管理費 1,484,054 17.9 1,620,099 18.2 2,847,112 16.5

営業利益 468,199 5.7 508,822 5.8 1,364,579 7.9

Ⅳ．営業外収益 ※１ 59,948 0.7 75,246 0.8 96,984 0.6

Ⅴ．営業外費用 ※２ 20,473 0.3 23,947 0.3 42,939 0.3

経常利益 507,673 6.1 560,121 6.3 1,418,624 8.2

Ⅵ．特別利益 47,613 0.6 － － 86,427 0.5

Ⅶ．特別損失 ※３ 6,663 0.1 180,995 2.0 281,218 1.6

税引前中間(当期)純
利益

548,623 6.6 379,126 4.3 1,223,833 7.1

法人税、住民税及び事
業税

257,134 186,749 657,581

法人税等調整額 △6,019 251,114 3.0 △11,367 175,382 2.0 △118,653 538,927 3.1

中間（当期）純利益 297,509 3.6 203,744 2.3 684,906 4.0

前期繰越利益 334,397 － 334,397

中間(当期)未処分利
益

631,906 － 1,019,303
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  (3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年１月１日　至平成18年６月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他資
本剰余金

資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合
計

買換資産圧縮

特別勘定積立

金

別途積立金
繰越利益剰余
金

平成17年12月31日

残高　　　  （千円）
1,551,559 1,989,047 526 1,989,573 190,000 10,088 1,460,000 1,019,303 2,679,391 △62,314 6,158,209

中間会計期間中の変動額

新株の発行 7,776 7,776  7,776       15,552

剰余金の配当        △394,042 △394,042  △394,042

役員賞与        △36,300 △36,300  △36,300

別途積立金の積立       50,000 △50,000 －  －

買換資産圧縮特別勘定

積立金取崩
     △295  295 －  －

中間純利益        203,744 203,744  203,744

自己株式の取得          △1,992 △1,992

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額）

 

           

中間会計期間中の変動

額合計 　 　（千円)
7,776 7,776 － 7,776 － △295 50,000 △276,302 △226,597 △1,992 △213,037

平成18年６月30日

残高　　　　（千円）
1,559,335 1,996,823 526 1,997,349 190,000 9,793 1,510,000 743,000 2,452,793 △64,307 5,945,171

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差
額金

評価・換算差額等合計

平成17年12月31日

残高　　　　（千円）
90,122 90,122 6,248,331

中間会計期間中の変動額

新株の発行   15,552

剰余金の配当   △394,042

役員賞与   △36,300

別途積立金の積立   －

買換資産圧縮特別勘

定積立金取崩
  －

中間純利益   203,744

自己株式の取得   △1,992

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額）

 

△13,098 △13,098 △13,098

中間会計期間中の変動

額合計　　　（千円)
△13,098 △13,098 △226,136

平成18年６月30日

残高　　　　（千円）
77,023 77,023 6,022,195
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1)有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1)有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

(1)有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　当中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

        当中間会計期間末日の市場

      価格等に基づく時価法（評価

      差額は全部純資産直入法によ

　　　り処理し、売却原価は移動平

　　　均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

　当期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2)たな卸資産 (2)たな卸資産 (2)たな卸資産

 ――――――

 

 ――――――

 

商品

移動平均法による原価法

原材料

移動平均法による原価法

原材料

同左

原材料

同左

仕掛品

個別法による原価法

仕掛品

同左

仕掛品

同左

貯蔵品

最終仕入原価法

貯蔵品

同左

貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産

建物・構築物

……定額法

(1)有形固定資産

建物・構築物

同左

(1)有形固定資産

建物・構築物

同左

　なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物　　　　　15～47年

構築物　　　　10～20年

上記以外

……定率法

上記以外

同左

上記以外

同左

　なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

工具、器具及び備品

３～20年

(2)無形固定資産

……定額法

(2)無形固定資産

同左

(2)無形固定資産

同左

　なお、主な耐用年数又は償却期

間は次のとおりであります。

営業権　　　　　　５年

自社利用のソフトウェア

５年

(3)長期前払費用

……定額法

(3)長期前払費用

同左

(3)長期前払費用

同左

(4)賃貸固定資産

……定額法

(4)賃貸固定資産

同左

(4)賃貸固定資産

同左

　なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物・構築物　10～47年  

－ 7 －



項目
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

           ――――――

 

　

(5)繰延資産

   社債発行費

　支出時に全額費用として

処理しております。    

           ――――――

   

　

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

(1)貸倒引当金

同左

(1)貸倒引当金

同左

(2)賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるた

め、その支給見込額のうち、当中

間会計期間の費用とすべき額を見

積計上しております。

(2)賞与引当金

同左

(2)賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるた

め、その支給見込額のうち、当期

の費用とすべき額を見積計上して

おります。

(3)退職給付引当金

確定給付型退職給付制度廃止日

における退職金未払額を計上して

おります。

なお、当該退職金未払額は確定

しておりますが、従業員の退職時

に支給するため、「退職給付制度

間の移行等の会計処理に関する実

務上の取扱い（実務対応報告第２

号）」を適用し、引き続き「退職

給付引当金」として計上しており

ます。

(3)退職給付引当金

　　　　 同左

(3)退職給付引当金

同左

(4)役員退任慰労引当金

　役員の退任慰労金の支給に備え

るため、役員退任慰労金内規に基

づく当中間会計期間末要支給額を

計上しております。

(4)役員退任慰労引当金

  平成18年３月24日付け株主総会

において役員退職慰労金制度の廃

止に伴う打ち切り支給を決議致し

ました。このため当該時点におけ

る未払額を計上しております。

　なお、当該役員退任慰労金未払

額は確定しておりますが、引き続

き「役員退任慰労引当金」として

計上しております。

(4)役員退任慰労引当金

　役員の退任慰労金の支給に備え

るため、役員退任慰労金内規に基

づく期末要支給額を計上しており

ます。

４．外貨建資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は中間会計

期間末日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

同左 　外貨建金銭債権債務は決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理してお

ります。

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

同左 同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しております。

なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。

消費税等の会計処理方法

同左

消費税等の会計処理方法

税抜方式を採用しております。

７．税額計算に際しての諸準

備金等の取扱い

中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当期におい

て予定している利益処分による圧

縮積立金の取崩しを前提として、

当中間会計期間に係る金額を計算

しております。

中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当期におい

て予定している圧縮積立金の取崩

しを前提として、当中間会計期間

に係る金額を計算しております。

――――――
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

 　　　　　──────  （固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、「固定資産の減損に係

る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計審議会　平成

14年８月９日）及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針(企業会計基準適用指針第６号

　平成15年10月31日)を適用しております。これ

により、経常利益が2,907千円増加し、税引前中

間純利益が176,677千円減少しております。

  なお、減損損失累計額については、改正後の

中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。

 　　　　　──────

 　　　　　──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準((企業会計基準第

５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８号　平成17年12

月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は

6,022,195千円であります。

　なお、中間財務諸表等規則の改正により、当

中間会計期間における中間貸借対照表の純資産

の部については、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。

──────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
(平成17年６月30日)

当中間会計期間末
(平成18年６月30日)

前事業年度末
(平成17年12月31日)

※１．固定資産の減価償却累計額 ※１．固定資産の減価償却累計額 ※１．固定資産の減価償却累計額

有形固定資産 904,783千円

賃貸固定資産 192,190

有形固定資産 1,021,248千円

賃貸固定資産 142,913

有形固定資産 972,661千円

賃貸固定資産 152,555

　２．偶発債務

保証債務

　以下の会社の金融機関等からの借入金等

に対する保証

　２．偶発債務

保証債務

　以下の会社の金融機関等からの借入金等

に対する保証

　２．偶発債務

保証債務

　以下の会社の金融機関等からの借入金等

に対する保証

㈱アルネス情報

システムズ
200,000千円

㈱サイエンス

システム
13,484

ディスクウエア㈱ 122,500

計 335,984

㈱アルネス情報

システムズ
320,000千円

ディスクウエア㈱ 165,000

計 485,000

㈱アルネス情報

システムズ
320,000千円

ディスクウエア㈱ 118,750

計 438,750
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日

至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの

受取利息 1,809千円

賃貸料 21,383

受取配当金 18,206

受取利息 720千円

賃貸料 19,024

受取配当金 33,187

受取利息 2,655千円

賃貸料 42,314

受取配当金 19,249

※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの

支払利息 4,286千円

賃貸原価 16,181

支払利息 2,992千円

賃貸原価 15,601

社債発行費 4,759

支払利息 7,952千円

賃貸原価 34,943

※３．　　　――――――

   

※３．特別損失のうち重要なもの　　

減損損失 179,585 千円

 　　 当社は以下の資産グループについて減損損

失を計上しております。

場所 用途 種類

 長野県

 茅野市
 事業用資産

 土地及び

 建物等

  当社はキャッシュ・フローを生み出す最小

単位として、アウトソーシングサービス事業

に係る事業用資産については全国の事業部を

基本単位とし、その他事業に係る事業用資産

については工場を基本単位としてグルーピン

グしております。その他賃貸資産については

各資産をグルーピングの最小単位としており

ます。本社及び蓼科の研修施設、保養所等に

ついては独立したキャッシュ・フローを生み

出さないことから共用資産としております。

当社のアウトソーシング事業に係る事業用資

産については減損の兆候は見られませんでし

たが、その他事業の蓼科工場については、地

価が大幅に下落しており、帳簿価額を使用価

値により測定した回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。その内訳は建物及び構築物

103,475千円、土地73,584千円、その他2,525

千円であります。なお使用価値の算定にあた

りましては、将来キャッシュ・フローを

4.5％で割り引いて計算しております

※３．特別損失のうち重要なもの

役員退任慰労引当

金繰入額
223,444千円

　４．減価償却実施額 　４．減価償却実施額 　４．減価償却実施額

有形固定資産 68,814千円

無形固定資産 28,076

有形固定資産 61,365千円

無形固定資産 28,876

有形固定資産 139,826千円

無形固定資産 56,992

（中間株主資本等変動計算書関係）

  当中間会計期間（自　平成18年１月１日　至　平成18年６月30日）

  自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）

当中間会計期間増加株式

数（株）

当中間会計期間減少株式

数（株）

当中間会計期間末株式数

(株）

 普通株式 134,159 1,013  － 135,172

 　　　　合計 134,159 1,013  － 135,172

 注　普通株式の自己株式数の増加1,013株は単元未満株式の買取によるものであります。
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（有価証券関係）

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。

 

 （リース取引）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

　         ―――――― １．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　         ――――――

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間

連結会計期間末残高相当額

取得価
額相当
額
（千円）

減価償
却累計
額相当
額
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

有形固定資産
「その他」

10,091 442 9,649

(2) 未経過リース料中間会計期間末残高相当額

等

１年内 1,938千円

１年超 7,733

合計 9,672

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び

減損損失

支払リース料 467千円

減価償却費相当額 442

支払利息相当額 47

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 47,640千円

１年超 897,220

合計 944,860

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

（１株当たり情報）

　中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

　         ―――――― １．無担保転換社債型新株予約権付社

債の発行

　平成18年６月23日開催の当社取締役

会の決議により、平成18年７月10日に

当社第１回無担保転換社債型新株予約

権付社債（転換社債型新株予約権付社

債間限定同順位特約付）を発行いたし

ました。その概要は次のとおりであり

ます。

(1) 発行総額　　　2,000,000千円

(2) 発行価額

額面100円につき100円。ただし、本

新株予約権は無償にて発行するもの

とする。

(3) 各社債の金額　50,000千円の１種

(4) 払込期日及び発行日

平成18年７月10日

(5) 募集の方法

第三者割当の方法により、全額を野

村證券株式会社に割り当てる。

(6) 償還期限

平成20年７月10日にその総額を額面

100円につき100円で償還。

(7) 利率

本社債には、利息は付さない。

(8) 本新株予約権の目的となる株式の

種類及び数

①　種類　当社普通株式

②　数

本新株予約権の行使請求により当

社が当社普通株式を新たに発行ま

たはこれに代えて当社の有する当

社普通株式を処分（以下、当社普

通株式の発行または処分を「交

付」という。）する数は、行使請

求する本新株予約権に係る本社債

の発行価額の総額を下記(10)②記

載の転換価額で除して得られる最

大整数とし、交付株式数の上限を

120万株としております。

(9) 新株予約権の総数

各社債に付する新株予約権の数は１

個とし、合計40個の本新株予約権を

発行する。

　　　　 　――――――
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前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

　         ―――――― (10) 本新株予約権に関する事項　

①　転換価額

当初1,615円。

本新株予約権付社債の発行後、毎

月第３金曜日（以下「決定日」と

いう。）の翌取引日以降、転換価

額は、決定日まで（当日を含む）

の３連続取引日（ただし、終値の

ない日は除き、決定日が取引日で

ない場合には、決定日の直前の取

引日までの３連続取引日とす

る。）の株式会社東京証券取引所

における当社普通株式の普通取引

の毎日の終値の平均値の90％に相

当する金額（円位未満小数点第２

位まで算出し、その小数第２位を

切り捨てる。）に修正される。

②　転換価額の調整

本新株予約権付社債の発行後、当

社が当社普通株式の時価を下回る

発行価額で当社普通株式を発行

（以下「交付普通株式」とい

う。）する場合には（注）の算式

により調整される。また、転換価

額は、当社普通株式の分割・併合

等、当社普通株式の時価を下回る

価額をもって当社普通株式の交付

を請求できる新株予約権（新株予

約権付社債に付されたものを含

む。）の発行等が行われる場合そ

の他一定の事由が生じた場合にも

適宜調整される。

③　新株の発行価額中の資本組入れ

額

本新株予約権の行使により株式を

発行する場合の当社普通株式１株

の資本組入れ額は当該株式の発行

価額に0.5を乗じた金額とし、計

算の結果１円未満の端数を生じる

場合は、その端数を切り上げるも

のとする。

　　　　 　――――――
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前中間会計期間
（自　平成17年１月１日
至　平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

　         ―――――― (11) 新株予約権の行使期間

平成18年７月11日から平成20年７月

９日まで。

(12) 新株予約権の行使の条件

新株予約権の一部行使はできないも

のとする。

(13) 資金の使途

教育システム、研修体制の構築・整

備及び技術者派遣事業に備えた運転

資金に充当する。

２．無担保転換社債型新株予約権付社

債の転換

　当中間連結会計期間終了後、平成18

年８月８日に本社債の転換が行われま

した。その概要は次のとおりでありま

す。

(1) 転換額　　　　300,000千円

これに伴い、資本金及び資本準備金

がそれぞれ149,999千円増加いたし

ました。

(2) 増加した株式の種類及び数

普通株式　　　　226,090株

(3) 新株の配当起算日

平成18年７月１日

　　　　 　――――――

（注）上記１．(10)②の算式は次のとおりであります。

既発行

普通株式数
＋

交付普通株式数　×　１株当たり払込価額

調 整 後

転換価額
＝

調 整 前

転換価額
×

時価

既発行普通株式数　＋　交付普通株式数
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